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・

第３号（  　　     ）適格組織再編成等が行われた場合の調整後の

控除未済欠損金額等の計算に関する明細書
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事 業 年 度

計

計

計
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欠損金額等の

区 分

対 象 法 人 の

事 業 年 度

対象法人の支配関係
事 業 年 度 以 後 の
事 　 業 　 年 　 度

欠損金額等の

区 分

支配関係事業年度以後の
事業年度の欠損金額等発生額

特定引継資産又は特定保
有資産の譲渡等による損
失の額の合計額

特定引継資産又は特定保有資
産の譲渡等による利益の額の
合計額

欠損金額等のうち特定資
産譲渡等損失相当額
（⑧と⑪のうち少ない金額）

特定資産譲渡等損失額
⑨－⑩

被合併法人等から引継ぎを受ける未処理欠損金額等

被合併法人等の未処理欠損金額等

調整後の控除未済欠損金額等

控除未済欠損金額等又
は調整後の当該法人分
の控除未済欠損金額等

適格組織再編成等の別 合併（適格・非適格）・残余財産の確定・適格分割・適格現物出資・適格現物分配 適格組織再編成等の日 ・

・

・

・

共同事業要件に該当する場合又は５年継続支配関係がある場合の
いずれにも該当しない場合

被合併法人等（名称： ）・当該法人対 象 法 人 の 別

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金・ ・
・ ・

・ ・
・ ・

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

被合併法人
等の事業年度

欠損金額等の
区 分

支配関係がある法人との間で適格組織再編成等が行われた場合の未処理欠損金額等又は控除未済欠損金額等の調整計算の明細

適格組織再編成等が行われた場合の調整後の控除未済欠損金額等

支配関係事業年度以後の欠損金額等のうち特定資産譲渡等損失相当額の計算の明細

欠損金額等のうち特定資産譲渡等損失相当額の計算

①＋②

①

④

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

⑤ ⑥ ⑦

（⑧－⑫）又は
（別表１３の⑦）

② ③

欠損金額等・災害損失金 欠損金額等・災害損失金

欠損金額等・災害損失金

適格合併等の別：適格合併・残余財産の確定
適格合併等の日：　　　 ・　　　 ・
被合併法人等の名称：

支配関係事業年度以後の
事業年度の欠損金額等の
うち特定資産譲渡等損失
相当額以外の部分から成
る欠損金額等

引継ぎを受ける未処理欠
損金額等又は調整後の当
該法人分の控除未済欠損
金額等

被合併法人等の未処理欠
損金額等又は当該法人の
控除未済欠損金額等

被合併法人等の未処理欠
損金額等又は当該法人の
控除未済欠損金額等

共同事業要件に該当する場合又
は５年継続支配関係がある場合
のいずれかに該当する場合

支 配 関 係 発 生 日
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（
第
五
条
関
係
）

前期の別表９の⑤又はこの表
の④、⑦若しくは別表１３の２の
⑤若しくは別表１３の３の⑤

最終の事業年度の別表９の⑤又はこの
表の④、⑦若しくは別表１３の２の⑤

被合併法人等の最終の事業年度
の別表９の⑤又は当該法人の前
期の別表９の⑤

被合併法人等の最終の事業年度
の別表９の⑤又は当該法人の前
期の別表９の⑤

支配関係事業年度前の事業年度
にあっては０、支配関係事業年度
以後の事業年度にあっては⑤と⑥
のうち少ない金額

支配関係事業年度以後の事業年
度のそれぞれの別表９の「当期分｣
の欠損金額等
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第６号様式別表12記載要領

１ この明細書は、法第72条の23第１項の規定によりその例によるものとされる政令第21

条第２項の規定による読替え後の法人税法第57条第２項から第４項まで又は地方税法等

の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）附則第１条第５号に掲げる規定による改

正前の法（以下この記載要領において「令和２年旧法」という。）第72条の23第１項若

しくは第４項の規定によりその例によるものとされる地方税法施行令の一部を改正する

政令（令和２年政令第264号）による改正前の政令（以下この記載要領において｢令和２

年旧政令｣という。）第21条第２項の規定による読替え後の所得税法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規

定に限る。）による改正前の法人税法（以下この記載要領において｢令和２年旧法人税

法｣という。）第57条第２項から第４項まで若しくは第58条第２項の規定の適用を受け

る法人が記載し、第６号様式別表９に併せて提出すること。

「 法第72条の２第１項
２ 第１号 となっている箇所については、事業の区分に応じ、「第

・ に掲げる事業
第３号 」

１号」と「第３号」のいずれかを○印で囲んで表示すること。

３ 法第72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法

人（同項第１号ロに掲げる法人に限る。）にあっては、それぞれの事業に係る欠損金額

等又は災害損失金の計算の別を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出するこ

と。

４ 「欠損金額等の区分」の欄は、欠損金額等又は災害損失金の発生した事業年度におけ

る欠損金額等の区分に応じ、いずれかに○印を付すること。

５ 当該法人との間に法人税法第57条第２項に規定する完全支配関係がある他の内国法人

で当該法人が発行済株式又は出資の全部又は一部を有するものの残余財産が確定した場

合において、当該他の内国法人に株主等が二以上あるときは、「調整後の控除未済欠損

金額等①＋② ③」の欄は、「②」とあるのは、「（②を当該他の内国法人の発行済株

式又は出資（当該他の内国法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額

で除し、これに当該法人の有する当該他の内国法人の株式又は出資の数又は金額を乗じ

て計算した金額）」として記載すること。

６ 「共同事業要件に該当する場合又は５年継続支配関係がある場合のいずれかに該当す

る場合」の欄は、法人税法第57条第３項に規定する政令で定める適格合併に該当する場

合若しくは同項に規定する支配関係がある場合として政令で定める場合に該当する場合

又は同条第４項に規定する政令で定める適格組織再編成等に該当する場合若しくは同項

に規定する支配関係がある場合として政令で定める場合に該当する場合に記載し、「共

同事業要件に該当する場合又は５年継続支配関係がある場合のいずれにも該当しない場

合」の各欄は、同条第３項に規定する政令で定める適格合併に該当する場合若しくは同

項に規定する支配関係がある場合として政令で定める場合のいずれにも該当しない場合

又は同条第４項に規定する政令で定める適格組織再編成等に該当する場合若しくは同項

に規定する支配関係がある場合として政令で定める場合のいずれにも該当しない場合に

記載すること。ただし、法人税法第58条の規定の適用がある欠損金額及び令和２年旧法

人税法第58条第１項に規定する災害損失欠損金額については、これらの欄のいずれにも

記載を要しない。

７ 「支配関係事業年度以後の欠損金額等のうち特定資産譲渡等損失相当額の計算の明細


